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第１章 計画の概要 

 

第 1 節 計画の背景 

 

近年、高齢化の急速な進展に伴い、疾病構造も変化し、疾病全体に占めるがん、虚血性心

疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の割合は増加し、死亡原因でも生活習慣病が約 6 割

を占め、医療費に占める生活習慣病の割合も国民医療費の約 3 分の 1 となっている。 

 

生活習慣病の中でも、特に、心疾患、脳血管疾患等の発症の重要な危険因子である糖尿病、

高血圧症、脂質異常症等の有病者やその予備群が増加しており、また、その発症前の段階で

あるメタボリックシンドロームが強く疑われる者と予備群と考えられる者を合わせた割合は、

男女とも 40 歳以上では高く、40～74 歳において、男性では 2 人に 1 人、女性では 5 人に

1 人の割合に達している。 

 

生涯にわたって生活の質の維持・向上のためには、糖尿病、高血圧症、脂質異常症等の発

症、あるいは重症化や合併症への進行の予防に重点を置いた取組が重要であり、喫緊の課題

となっている。 

 

 こうした中、平成 20 年度より、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、糖尿病等

の生活習慣病の発症及び重症化を予防することを目的として、メタボリックシンドロームに

着目した特定健康診査・特定保健指導が導入された。 

 

 岩内町においても、平成 20 年度から特定健康診査・特定保健指導を実施しているが、現

在の特定健康診査実施率は、目標値とは相当の開きがあり、大きな課題となっている。 

 

 制度導入から 10 年が経過し、平成 29 年度をもって第 2 期計画期間が満了する。引き続き

糖尿病等の生活習慣病の発症及び重症化を予防することを目的として、メタボリックシンド

ロームに着目した特定健康診査・特定保健指導の基本的な枠組みを維持し、生活習慣病等の

疾病予防や重症化予防をさらに進めるため、平成 30 年度を初年度とする第 3 期国民健康保

険特定健康診査等実施計画を定める。 
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第 2 節 計画の目的・位置づけ 

 

 この計画は、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、岩内町が国民健康保険の保険者

として、40 歳～74 歳の被保険者に対する、特定健康診査及び特定保健指導の実施について、

具体的な内容を定める計画である。 

 

 この計画は、国の特定健康診査等基本指針に基づき定める計画であるが、より効果的な取

組とするため、北海道医療費適正化計画及び岩内町の健康づくり施策との調和を図るものと

する。 

 

 この計画は、健康増進法に基づく「岩内町健康増進計画（平成 25 年度～平成 34 年度）に

おいて規定された、特定健康診査及び特定保健指導に関する実施計画としても位置づけされ

る。 

 

 

第 3 節 計画の期間 

 

第 1 期及び第 2 期は 5 年を一期としていたが、医療費適正化計画等が見直されたことをふ

まえ、第 3 期（平成 30 年度以降）からは 6 年を一期として策定するもので、この計画は、

平成 30 年度から平成 35 年度までを期間とする。 

 また、必要に応じて内容の見直しを行う。 
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第２章 第３期計画における達成目標 

 

 第 3 期計画においては、平成 35 年度におけるメタボリックシンドロームの該当者・予備

群の減少を目指し、特定健康診査及び特定保健指導の実施率の向上を図る。 

 

 

第 1 節 特定健康診査の実施率 

 

 特定健康診査の実施率については、平成28年度に24.5％であった第2期の現状を踏まえ、

平成 30 年度を 35％とし、以降は段階的に上昇させて平成 35 年度に 60％（国が示した基準）

となるよう目標を設定する。 

 

 

 

第 2 節 特定保健指導の実施率 

 

 特定保健指導の実施率については、平成 28 年度に 66.7％であり、第 2 期で国が示した基

準である 60％を達成しているため、これを維持するよう目標を設定する。 

 

  

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

35% 40% 45% 50% 55% 60%

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

60% 60% 60% 60% 60% 60%
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第３章 特定健康診査等の対象者数 

 

第 1 節 対象者の推計 

 

特定健康診査・特定保健指導は、40歳～74歳までの被保険者を対象に実施する。平成29年

度当初の人口に対する被保険者の割合をもとに、平成35年度における対象者を推計した。 

 

◆40歳以上の被保険者数の推計 

 

 

 

◆対象者数の推計 

 

特定健康診査（年度中異動者等を見込み、対象者を被保険者数×85％とした ） 

 

 

特定保健指導（動機付け支援及び積極的支援の対象者を特定健診実施者数×13.5％とした） 

 

  

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

40～64歳 1,010人 985人 964人 954人 948人 950人

65～74歳 1,292人 1,272人 1,281人 1,293人 1,235人 1,199人

計 2,302人 2,257人 2,245人 2,247人 2,183人 2,149人

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

対象者数 1,957人 1,918人 1,908人 1,910人 1,856人 1,827人

受診者数 685人 767人 859人 955人 1,021人 1,096人

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

対象者数 92 104 116 129 138 148

受診者数 55 62 70 77 83 89
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第４章 特定健康診査等の実施方法 

 

 第 1 節 特定健康診査の実施方法 

 

１ 実施項目 

保健指導を必要とする方を的確に抽出・選定するための項目を、下表のとおり設定する。 

①基本項目（全員） 質問項目、身体計測（身長、体重、ＢＭＩ、 

腹囲）、理学的検査（身体診察）、血圧測定、 

脂質検査（中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、 

ＬＤＬコレステロール）、肝機能検査（ＧＯＴ、 

ＧＰＴ、γ－ＧＴＰ）、糖尿病検査（空腹時又は 

随時、ＨｂＡ１ｃ）、尿検査（糖、蛋白） 

②詳細項目 

（医師が必要と判断し実施する項

目） 

心電図検査 

眼底検査 

貧血検査（赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値） 

血清クレアチニン検査 

③その他項目 

（腎機能ハイリスク者早期把握や

心血管リスクを評価するため必

要に応じ実施する項目） 

血清尿酸検査 

尿潜血 

総コレステロール 

④２次検査項目 

（特定保健指導対象者等に自らの

身体で起こっていることをイメ

ージさせ、予防意識を効果的に

高めるために、実施する項目） 

75ｇ糖負荷検査 

微量アルブミン尿検査 

頸動脈超音波検査等 

 

 

２ 実施期間 

6 月から翌年 2 月まで実施する。 

 

 

３ 実施形態 

●特定健康診査は、個別健診及び集団健診を、外部委託基準により委託して実施する。 

●個別健診は、岩宇医師会等を通じて地域の医療機関等に委託する。 

●集団健診は、巡回型の健診として、特定保健指導と一体的に実施できる健診機関に委

託する。実施場所は、プライバシー保護に配慮して岩内町保健センター等で実施する。 
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４ 外部委託基準 

国が定める「標準的な健診・保健指導プログラム」における特定健康診査の委託の基準

を満たしていることを条件とする。 

 

 

５ 周知・案内の方法 

●特定健康診査開始時期にあわせて受診券及び受診案内を作成し、対象者に郵送する。 

●特定健康診査の実施にあたり、広報紙や町のホームページ、防災行政無線等でお知ら

せする。 

 

 

６ 結果について 

●特定健康診査を実施した医療機関は、実施結果データを町に直接提出するか、町の委

託を受けて決済を代行する北海道国民健康保険団体連合会に送付する。 

●北海道国民健康保険団体連合会に送付された実施結果データは、定期的に町に送付さ

れる。 

●医療機関から、直接または北海道国民健康保険団体連合会を経由して町に送られた結

果データを確認のうえ、直接、個別に受診者に結果を分りやすく説明する。 

●集団健診を受診した方に対しては、結果説明会を開催する。 

 

 

７ 実施率向上のためのアプローチ 

●広報紙、防災行政無線及び町のホームページ等を用い、特定健康診査の周知をする。

また適宜、生活習慣病予防について啓発する。 

●被保険者証の送付など被保険者に対する通知の機会を利用して、受診勧奨を行う。 

●訪問や電話等により、直接対象者に受診勧奨を行う。 

●集団健診は、土日の休日を中心にがん検診とセットで実施する。 

●商工団体等を通じて自営業者等への啓発を行う。 

●本人同意のもとで、保険者が診療における検査データの提供を受け、特定健康診査結

果のデータとして円滑に活用できるよう、かかりつけ医との協力及び連携を行う。 
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 糖尿病等生活習慣病予防のための健診・保健指導

498人/2,035人

48人/72人

8 人

2,519 人

2,035 人

107 人

20.2% （Q/E）

55 人

10.4% （R/E）

1,505 人 530 人 24.5%

人

人 247 人 283 人

66.7 ％

人125 人 122 人 93 人 110 人 63 人 17

（P/E）23.6% （K/E） 23.0% （L/E） 17.5% （M/E） 20.8% （N/E） 11.9% （O/E） 3.2%

人

人

（W/M） 0.0% （X/N）

48 人

人 人

8 人

47.1% （Z/P）

76.2% （Y/O）

人 人

人

0.0% （V/K+L） 0.0%

健診から保健指導実施へのフローチャート （平成２８年度実績）

様式5-5

被保険者台帳

40歳～74歳の被保険者を抽出

A

B健診対象者

健
康
診
査

保
健
事
業
対
象
者
の
明
確
化

保
健
事
業

計
画
Ｐ

評
価
Ｃ
※

保
健
事
業
の

実
践
Ｄ

改
善
Ａ

年１回受診

★特定健康診査の実施

健診未受診者 健診受診者

D E

他の健診等の結果の提出者

C

★特定健診の受診率

（評価対象）

メタボ該当者

メタボ予備群

Q

R

F

健診受診情報（問診等）とレセプトを突合

治療なし 生活習慣病
治療中＊

生活習慣病
治療中＊

G
H I

情報提供

特定保健指導

O P

動機づけ支援 積極的支援

★特定保健指導実施率

（評価対象）

S

特定保健指導以外の対象者

情報提供
（受診の必要性を含む）

M N

受診必要 受診不必要

レベル2

未受診者対策 医療との連携 医療との連携

◆医療機関を受診する必要性に
ついて通知・説明
◆適切な生活改善や受診行動が
自分で選択できるよう支援

特定保健指導特定保健指導以外の
保健指導

◆健診結果の見方につい
て通知・説明

◆対象者の特徴に応じた行動変容
を促す保健指導の実施
◆行動目標・計画の策定
◆健診結果により、必要に応じて
受診勧奨を行う

◆特定健診の受
診勧奨（例：健
診受診の重要性
の普及啓発）

◆かかりつけ医と保健指導実施者との連
携
◆学習教材の共同使用
◆医療機関における診療報酬上の生活習
慣病管理料、栄養食事指導料の積極的活
用
◆治療中断者対策及び未受診者対策とし
てのレセプトと健診データの突合・分析

未受診なのでレベルが
未知のグループ

次年度の特定健診の受診※

次年度の特定健診未受診又

は結果未把握※

かかりつけ医と連携した
対応

T

U

V

個別に働きかけを行った人
の数

W

実施者数

X

動機づけ支援実施（利用）者数

積極的支援実施（利用）者数

Y

Z

レベルX レベル4 レベル3 レベル1

レベル2

使 用 す る 学 習 教 材 の 選 択

健診データをもとに特定保健指導個別支援
計画を作成

※次年度のメタボ該当者 ・予備群 、糖尿病等の有病者・予備群の評価（改善/悪化）、データの改善、リスク数の減少Q' R'

支 援 方 法 の 検 証 、 改 善 策 の 検 討（ポピュレーションアプローチとの連携含む）

J

生活習慣病
治療なし

必要に応じて主治医の指示のもと、保
健指導が行われるよう調整

分析

特定保健指導の対象者

＊対象となる生活習慣病の病名と治療

➀糖尿病

➁インスリン療法

③高血圧症

④脂質異常症

⑤(高尿酸血症)

⑥肝障害

⑦糖尿病性神経障害

⑧糖尿病性網膜症

⑨糖尿病性腎症

レベル3

レベル4

良

生活習慣病のコントロール

不良

K L

レベル1

健診結果の判定

※次年度の健診結果で評価を行うものもある。

（
年
度
中
喪
失
・
加
入
者
）

⑪高血圧性腎臓障害

⑫脳血管疾患

⑬脳出血

⑭脳梗塞

⑮その他の脳血管疾患

⑯虚血性心疾患

⑰動脈梗塞

第 2 節 特定保健指導の実施方法 

 

１ 保健指導プログラム 

「標準的な健診・保健指導プログラム(平成 30 年版)」様式 5-5 をもとに、特定健康診査

結果から保健指導対象者の明確化、保健指導計画の策定・実践評価を行う。 
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２ 実施形態 

  ●特定保健指導は、町が実施主体とする。保健指導機関に委託する場合は、特定健康診

査と一体的に実施できる機関とし、外部委託基準により委託する。 

●個別に実施することを基本とする。 

 

 

３ 外部委託基準 

  国が定める「標準的な健診・保健指導プログラム」における保健指導のアウトソーシン

グの基準を満たしていることを条件とする。 

 

 

４ 評価 

 ●対象者個人の改善状況で評価を行う。 

 ●対象者を地域や年齢、性別単位に区分して改善度を集団として評価を行う。 

  ●対象者の選定やプログラムの有効性、継続性、費用対効果など事業運営について評価

を行う。 

 

 

５ 実施率向上のためのアプローチ 

 ●広報紙や町のホームページにおいて、特定保健指導について周知を行う。また、様々

な機会を通じ、特定保健指導のＰＲを実施する。 

 ●面接等により、直接対象者に利用の勧奨を行う。 

 ●特定保健指導を実施する場所は、利用者の利便性に配慮する。 
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第５章 年間スケジュール 

 

 特定健康診査受診券及び受診案内は、特定健康診査開始時期にあわせた 5 月末頃に対象者

へ送付する。 

特定健康診査は、6 月から翌月 2 月にかけて実施する。 

 特定保健指導の対象者となった者には、7 月から「動機付け支援」「積極的支援」を実施す

る。2 次検査は 7 月から実施を開始する。 

 

 受診券 

受診案内送付 

特定健康診査 

集団健診 

特定健康診査 

個別健診 
特定保健指導 2 次検査 

４月      

５月      

６月      

７月      

８月      

９月      

10 月      

11 月      

12 月      

１月      

２月      

３月      
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第６章 効果的な施策展開のために 

 

第 1 節 事業者健診等のデータ収集 

  

特定健康診査とは別に、これに相当する健診を受けた場合の結果提供を呼びかける。 

●受診案内、広報紙及び町のホームページ等を用いて結果提供の周知を行う。 

●面接等により、直接対象者に結果提供を勧奨する。 

 

 

第 2 節 北海道国民健康保険団体連合会との連携 

 

 特定健康診査結果の電子データは、北海道国民健康保険団体連合会へ送付される。同連合

会では国保データベースシステム（ＫＤＢシステム）を運営しており、健診・医療・介護デ

ータを基にした分析が可能となるため、これを有効活用する。 

 

 

第 3 節 広報及び情報提供 

 

 広報紙や町のホームページをはじめ、あらゆる手段、機会を通じて制度の意義、重要性に

ついて情報提供し、しっかりと理解していただけるよう普及啓発に努める。 
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第７章 記録の管理 

 

第 1 節 保存方法 

 

 特定健康診査結果等のデータについては、保健福祉課のＰＣに保存し、データ管理するア

プリケーションへは、限定された者のみアクセスとするため、担当者が厳重に保管するアク

セスキーを利用して行う。 

 

 

第 2 節 保存年限 

 

 特定健康診査の記録の保存義務期間は、基本的に５年間とされているが、健康づくりの重

要な情報となることから、可能な限り長期間保存し、参照できるようにする。 

 

 

第 3 節 個人情報の保護  

 

 特定健康診査等に関するデータは、重要な個人情報であることから、岩内町個人情報保護

条例及び個人情報の保護に関する法律、さらには同法に基づくガイドライン等を踏まえ、厳

格な運用管理を行う。 

 委託先に対しては、個人情報の厳重な管理や目的外使用の禁止等について契約に定め、そ

の徹底を強く求める。 
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第８章 計画の推進 

 

第 1 節 計画の管理・評価 

 

町は、実施主体として、円滑な運営のため事業の企画、実施及び評価とともに、計画全体

の進行管理を行う。最終目標は、生活習慣病の発症予防及び重症化予防である。メタボリッ

クシンドロームの該当者、予備群の減少について、年度単位で検討する。また、長期的には、

医療費適正化の観点からも評価する。 

 

 

第 2 節 計画の公表・周知 

 

 本計画は、町のホームページ等において公表する。 


